
岡崎市一般廃棄物収集運搬業の経理的基礎に関する審査基準

制定：平成 18 年４月３日

改正：平成 28 年４月６日

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和 46 年厚生省令第 35 号）第２条

の２第２号ロに定める一般廃棄物の収集又は運搬を的確に、かつ、継続して行うに足

りる経理的基礎を有することを、以下の基準により確認する。

第１ 営業実績が２年以上ある法人の場合

１ 審査方法

次の各号によるものとする。

⑴ 新規申請の場合は、当該事業を開始するに足りる自己資金又は金融機関から

の融資が確実に得られるものであり、かつ、適正な返済計画が立てられている

ことを確認するものとする。

⑵ 直前２年の各事業年度における損益計算書上の役員報酬、減価償却費等が適

正に執行されており、かつ、直前の事業年度における貸借対照表上の純資産の

額を当該貸借対照表上の純資産の額及び負債の額の合計額で除して得た値（以

下「自己資本比率」という。）が１割以上である場合は、原則、経理的基礎が

あるものとする。

⑶ 直前事業年度における自己資本比率が０以上１割未満である場合 

ア 直前２年の各事業年度における損益計算書上の経常利益金額に当該損益計

算書上の減価償却費の額を加えて得た額（以下「経常利益金額等」とい

う。）の平均値が０以上である場合は、原則、経理的基礎があるものとす

る。

イ 直前事業年度において、役員報酬、減価償却費等が適正に執行されてお

り、かつ、経常利益金額等が０以上である場合は、原則、経理的基礎がある

ものとする。

ウ 直前事業年度における経常利益金額等及び直前２年間の事業年度における

経常利益金額等の平均値が０未満である場合は、今後の適正な返済計画又は

売上計画等の内容から個別に判断するものとする。

⑷ 直前事業年度において債務超過であり、次の場合は、今後の適正な返済計画

又は売上計画等の内容から個別に判断するものとする。

ア 直前２年の各事業年度における経常利益金額等の平均値が０以上である場

合

イ 直前事業年度において、役員報酬、減価償却費等が適正に執行されてお

り、かつ、経常利益金額等が０以上である場合

⑸ 上記基準により一律に経理的基礎を有すると判断するのではなく、法人税並

びに本市及び事務所が位置する市町村の市町村税に関して納税の義務を果たして

いること、また、更新申請の場合は、岡崎市廃棄物の減量及び適正処理に関する



条例（平成７年岡崎市条例第 14 号）第 13 条に定める一般廃棄物処理手数料（以

下「処理手数料」という。）が未納になっていないことを確認するなど、慎重に

検討を行い、その有無を判断するものとする。

２ 不許可処分

直前の事業年度において債務超過であり、かつ、直前２年の各事業年度の経常

利益金額等の平均額が０未満であり、かつ、直前事業年度において経常利益金額

等が０未満である場合は、経理的基礎がないものとして不許可とする。

第２ 営業実績が２年以上ある個人の場合

１ 審査方法

次の各号によるものとする。

⑴ 新規申請の場合は、当該事業を開始するに足りる自己資金又は金融機関から

の融資が確実に得られるものであり、かつ適正な返済計画が立てられているこ

と。

⑵ 直前事業年度において資産の額が負債の額以上である場合は、原則、経理的

基礎があるものとする。

⑶ 直前事業年度において資産の額が負債の額に満たない場合は、直前２年の各

事業年度のうち少なくとも１年分は所得税を納税している場合に限り、その負

債の状況を踏まえ、今後の適正な返済計画又は売上計画等の内容から個別に判

断するものとする。

⑷ 上記基準により一律に経理的基礎を有すると判断するのではなく、所得税並

びに本市及び事務所が位置する市町村の市町村税に関して納税の義務を果たして

いること、また、更新申請の場合は、処理手数料が未納になっていないことを確

認するなど、慎重に検討を行い、その有無を判断するものとする。

２ 不許可処分

直前の事業年度において資産の額が負債の額に満たない場合で、直前２年にお

いて納付すべき所得税額が無い場合は、経理的基礎を有さないとして不許可とす

る。

第３ 営業実績が２年未満の法人の場合

１ 審査方法

次の各号によるものとする。

⑴ 新規申請の場合は、当該事業を開始するに足りる自己資金又は金融機関から

の融資が確実に得られるものであり、かつ適正な返済計画が立てられているこ

と。

  ⑵ 今後２年以内に健全経営の軌道に乗ること、また、法人税並びに本市及び事

務所が位置する市町村の市町村税に関して納税の義務を果たしていることを確認す

るなど、慎重に検討を行い、経理的基礎の有無を判断するものとする。

２ 不許可処分

前項に基づく審査により、経理的基礎を有しないと判断される場合は不許可と



する。

第４ 営業実績が２年未満の個人の場合

１ 審査方法

次の各号によるものとする。

⑴ 新規申請の場合は、当該事業を開始するに足りる自己資金又は金融機関から

の融資が確実に得られるものであり、かつ適正な返済計画が立てられているこ

と。

 ⑵ 今後２年以内に健全経営の軌道に乗ること、また、所得税並びに本市及び事

務所が位置する市町村の市町村税に関して納税の義務を果たしていることを確認す

るなど、慎重に検討を行い、経理的基礎の有無を判断するものとする。

２ 不許可処分

前項に基づく審査により、経理的基礎を有しないと判断される場合は不許可と

する。

附 則

この審査基準は平成 28 年４月６日から施行する。ただし、平成 28 年４月５日前に

許可申請のあったものについては、改正前の審査基準を適用するものとする。


